
◆ 平成21年2月3日 周産期医  

【報告書概要】  

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～   

7虐二生労膨ぎの甜の臓舵仁よる厳封働  
2棚芳の．宥虐℃  
β炭虐風疹・棚する舷貢磨と〝クターフ′－  
4」妙．好仁おげるネッ′ワーク  

5劇酌覿野等におノナ名リソースの鹿好・留窟  

β疫虐居着j鮫彦体紺せ庶曹  
7麒コーデンネ一夕「館筈による廠虚居好摩静システムの塵膠  
β雌圧点の吸塵カの膚尿  

タノ秋芳の彪屠の脱皮虐サイクルの腐碧  

◆ 平成21年2月18日 臨床  修制度  
、」  

【概要】  

～臨床研修制度等の見直しの方向  

「7ノ粛啓カグラムの発力焙  

（？ノ房：算定屠や以戯のあ久方の．屠軋   

招ノノ好摩紺筈の月齢  

好碑密葬g慮仁改め磯屠軋ノごついて鰍  

♪眉冴と厚顔の麿携により、虜蘇芳の彪彦皮動力を耽窯膠することがこ虜蘇芳の救命率の  
席上及び予炭の改善等の肋－ら、＿書要滞  

♪このため、都道府漂仁おいこ脚離乳厘療戯訊彪邸の屠紆会等か参上許する威茅会を農産L、  
放念腰彦・以ル「ル芽農定す石こととす名。  

＞忍慶大屋及び厚生雛ば、題針の農富者の虜噺家行ラ。   



平成21年度医政局予算案の概要  

20’  21’  増加額（108．4％）  

1，967億6千7百万円 → 2，132億6干1百万円 164億9干4百万円  

平成19年度   平成20年度   平成21年度   

医師確保   92億円174％160億円 169％ 271億円   

救急医療   89億円112％100億円 205％ 205億円   
※ H19’、H20’には周産期医療に係る予算を含まない。  

OD  

○医師確保対策の主な事業  
・救急医療を担う医師の支援（新規）  

・産科医療を担う医師の支援（新規）  

・医師派遣の推進（一部新規）   

20．5億円  
28．4億円  
41．6億円  

■短時間正規雇用を導入する病院に対する支援（新規）  15．2億円  

○救急医療対策の主な事業  
・救命救急センター運営事業  54．6億円   
■管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援（新規）  51．1億円  
・ドクターヘリ導入促進事業の充実（一部新規）  20．1億円   
■周産期医療の充実（一部新規）  12．5億円   

主1  



医師確保対策関係  

平成20年度予算160億円→平成21年度予算案271億円  

く1⊃   

※ ◎のついた事業は、都道府県・市町村の財政力に応じて負担できるよう、国の負担額以外について、都道府県、市   
町村、事業者の間で調整を可能とした。   



※ 主な新規予算案等  

町産科医等確保支援事業  2，770，207干円（ 0千円  

産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等を支給する分娩取扱機関に対して財政支援を行う。  

（対象経責）  

（補助先）  

産科医等に対する手当（分娩取扱手当）  

都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣が認める者※）  

※高額な分娩責用を得ている分娩取扱機関を除く。  

1／3（負担割合：国1／3、都道府県2／3以内、市町村2／3以内、事業主2／3以内）  

10千円／件  
平成21年度  

（補助率）  

（積算単価）  

（創設年度）  

∋ 産科医等育  64，600千円（ 0千円   

臨床研修修了後の後期研修で産科を選択する者の処遇改善を行う医療機関に対して財政支援を行い、産科を志望する  

若手医師等へのインセンティブを与える。  

（対象経費）産科後期研修医に対する手当（研修医手当等）  

（補助先）都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働木臣が認める者）  

（補助率）1／3（負担割合：国1／3、都道府県2／3以内、市町村2／3以内、事業主2／3以内）  

（積算単価）1人あたり月額5万円  

（創設年度）平成21年度   

ゝ⊥▲†  



都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師不足地域の医療機関へ医師派遣を行う医療機関を多数確保し、円滑に  

医師派遣が実施される体制を構築するため、医師派遣に関する補助制度を統合し、  

①都道府県医療対琴協議会が医師派遣の調整等を行う場合に必要となる経費  

② 派遣先医療機関が派遣医師を受け入れるための準備に必要となる経責  

③ 医師を派遣することに伴い派遣元医療機関に生じる逸失利益等  

④派遣医師が派遣後に海外研修に参加する自己研鍔に必要となる経責等に対する補助事業を創設する。  

（対象経費） 医師派遣調整等経費、派遣医師受入準備経費、逸失利益等、海外研修等  

（補助先） 都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣の認める者）  

（補助率）1／2（負担割合：国1／2、都道府県1／2以内、事業主1／2以内）  

（積算単価）・医師派遣調整等経費  3，000千円／1都道府痕  
・派遣医師受入準備経費  1，500千円／1都道府県（各10医療機関）  
■逸失利益等（都道府県内）150，000千円／1都道府県（各10人×12月）  

（都道府県外）7，500千円／1人（6月）（10人分）  

・海外研修等経費（都道府県内）20，640千円／1都道府県（各10人）  

＼              （都道府県外）2，064千円／1人（10人分）  
（創設年度） 平成21年度   



救命救急センター及び第二次救急医療機関（総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターを含む）に  

勤務する救急医（産科医、麻酔科医、新生児科医、小児科医等を含む）の処遇改善を図 るため、休日・夜間において新た  
に救急勤務医手当（宿日直手当や超過勤務手当とは別）を創設する。  

（対象経費） 勤務医に対する手当（救急勤務医手当）  

（補助先）  

（補助率）  

（積算単価）  

（創設年度）   

都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者）   

1／3（負担割合：国1／3、都道府県2／3以内、市町村2／3以内、事業主2／3以内）   

土日祝日の昼間13，570円／回、夜間18，659甲／回   

平成21年度  

※ 都道府県、市町村が負担しない場合でも補助が可能。  

へき地においては、子弟の教育環境が不足していること、交通が不便であること、過重労働であること、緊急対応時の  

負担が大きいことなどから、医師の確保が困難となっている。  
この課題を解消するための方策として、へき地診療所等において交替制勤務等を行うための支援や医師のへき地勤務  

を容易にするための交通費の補助を行う。  

（対象経責）へき地診療所まで通勤のための交通費、子弟の通学のための交通費、週末帰宅のための交通責等  

（補助先）  

（補助率）  

都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣が認める者）  

民間：1／3（国1／3、事業者2／3）  

公的：2／3（国2／3、事業者1／3）  

沖縄：3／4（国3／4、事業者1／4）  

1，313千円／1か所  

平成21年度  

（積算単価）  

（創設年度）  
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「短時間正規雇用」の導入により、勤務医の過重労働の軽減及び女性医師の出産・育児等と勤務との両立を可能とし、   

医師の離職防止・復職支援を図り、医療機関における医師を安定的に確保するもの。  

（対象経費） 代替医師雇上謝金  

（補助先）  都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣の認める者）  

（補助率）  1／3（国1／3、都道府県1／3、事業者1／3）  

（積算単価）5，115千円／1か所  

医師の業務負担を軽減するために、書類記載、オーダリングシステムヘの入力などを行う医師事務作業補助者の設置・   

充実を図るもの。  

（対象経費） 代替職員賃金  

（補助先）  都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣の認める者）  

（補助率）  1／2（国1／2、都道府県1／2）  

（積算単価） 2，606千円／1か所  

チーム医療のもとに看護師等の専門性を発揮する機会の増大を図り、医師と看護師等の協働と連携を促進するため、  
看護師等の能力の研錯のための研修を行い、医療提供体制の充実を図るもの。  

（対象経糞） 謝金、旅費、需用費、役務費、備品購入費等  
（実施主体） 都道府県  

（補助率）1／2（国1／2、都道府県1／2）  
（創設年度） 平成21年度   



院内の就労環境の改善等について効果的な総合対策を行う医療機関を緊急的に整備し、働きやすい職場環境の普及に  

資するもの。  

（対象経費）夜勤・当直免除、主治医制の廃止、キャリア形成の支援、院内における就労環境改善の検討などに  

必要な経費  

（補助先） 都道府県（市町村、その他厚生労働大臣の認める者）  

（補助率） 1／2（国1／2、都道府県1／2以内、事業主1／2以内）  

（積算単価）20，000千円／1か所  

（創設年度）平成21年度   

医師不足地域等の臨床研修病院が外部講師（指導医）を招へいするために必要な経責等を支援することにより、  
課題解決を図る。  

外部講師謝金、旅費、宿泊費  
公私立大学附属病院、厚生労働大臣の指定した公私立病院  
定額  

外部指導医経貴：506千円／1か所  

平成21年度  

（対象経費）  

（補助先）  

（補助率）  

（積算単価）  

（創設年度）  
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救急医療対策関係  

平成2d毎度  平成21□度 算案205意円  

※ ◎のついた事業は、都道府県・市町村の財政力に応じて負担できるよう、国の負担額以外について、都道府県、市   
町村、事業者の間で調整を可能とした。   




